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環境教育

技術部門、生技･生産部門の室長クラ

スを対象に環境教育を実施しました。

これは、実務の核となる室長クラスの

基幹職に各部門のトップが環境対応の

重要性と課題を直接語り、環境意識の

一層の向上によって取り組み強化を図

ることを目的としています。参加者から

は「環境保全に関するトップの考え方、

方向付けがよく理解できた」、「今行って

いる取り組みの位置付けが明確になっ

た」、「他社に比べまだまだ我々は甘い

と感じた」など感想がありました。

基幹職教育を開始

２０００年から開始し、5回目となった２００１

年8月の環境リーダー教育で全リーダーへ

の教育を完了しました。、社内環境施設の

見学、環境リーダーの役割、トヨタと環境

問題などをテーマにワークショップを織り

込んだプログラムによって行いました。

環境リーダー教育

企業人としての環境意識を高め、配

属後の業務推進にその意識を活かすこ

とができる従業員の育成を目指し、事

務・技術系新入社員に環境教育を実施

しています。２００１年度はトヨタの分野別

環境取り組みの紹介をはじめ、環境教

科書を活用した環境クイズを織り込み、

全員参加の意識づくりと関心喚起を主

目的に教育を行いました。

新入社員教育

啓発活動

意識向上を図る「地球環境月間」

ペットボトルのリサイクル 社内で回収したペットボトルがカー用品に生まれ変わる

２０００年度より全社で分別回収をはじめたペットボトルの量
は、２００１年には年間約２８０万本（１００t）に達しました。このペ
ットボトルのリサイクルを推進するために、フロアマットへの
再生利用を検討。２００２年5月発売の新型車「ist」のフロアマ
ットに採用しました。フロアマットの装着率はほぼ１００％。「ist」

生技・生産部門で実施した基幹職教育（山内康仁専務講演）

２００１年の「地球環境月間行事」は、第3

次「トヨタ環境取組プラン」の全従業員へ

の浸透、環境問題の重要性の再徹底の2

つのテーマに基づき、啓発誌の全従業員

への配布、講演会、リサイクル研修会など

を実施しました。

毎年6月の「地球環境月間行事」は、１９７３

年以降継続しており、従業員の意識向上を

図る活動として定着しています。

■ 部門別基幹職教育の主なカリキュラム 

● リサイクル配慮設計を中心とする環境取り 

　組み（渡邉専務の講演） 

● 電機メーカーの環境本部長による講演 
● 担当部署の取り組み事例 

● 資源生産性を中心とする環境 取り組み 

　（山内専務の講演） 

● OA機器メーカーの環境本部長による講演 
● 担当部署の取り組み事例 

技
術
部
門（
６
月
） 

生
技･

生
産
部
門（
１１
月
） 

への採用で年間約７０tのペットボトルリサイクル・再生が見込め
ます。
一人ひとりが分別回収したペットボトルがトヨタ車の製品に

生まれ変わったことで、従業員のリサイクル意識がさらに向上
することを期待しています。

環境教育･啓発活動は、環境への取り組みの推進や継続的な環境パフォーマンス向上を図る上での重要な基盤と考えて
います。従業員の環境理念に対する共感の喚起、各職場での実践力育成などを目的に環境教育を展開するとともに、
環境意識を生活者としても発揮できるよう啓発活動にも取り組んでいます。

■ 環境教育・啓発

社内でペットボトルを分別・回収

また、各部での取り組み推進のための情

報提供として行っている環境リーダーへの

国内外環境情報「環境モニタリングレポー

ト」の発信も、継続して隔週で実施しました。

資源ステーション 処理工場 製品・製造工場 純正用品

製糸・縫製ペットフレーク化 トヨタ車のフロアマットに再生

環境月間行事の掲示
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「安全な行動をとることができる人・職

場づくり」「設備の*本質安全化」など、それ

ぞれの職場で主体性を持った災害未然防

止活動を展開し、２００１年度の重点災害は

過去最少の件数になりました。重点災害は

年々減少していますが、目標のゼロ達成に

は至りませんでした。しかし、これらの活動

を展開する中で、職場チームワークの強化、

設備不具合の低減など職場の運営や体質

強化の面で大きな成果を出しています。

重大災害･重点災害･重点疾病ゼロ。

２００１年度目標

重点災害：
死亡、障害につながる可能性のある6項
目の災害（挟まれ巻き込まれ・重量物・
車両・墜落・感電・高熱物による災害）

重点疾病：
粉じん障害・騒音障害・筋骨格系疾病

［２００１年度の主な取り組み ］

1. 工場長・部課長による主体性を持った

「重点災害ゼロ活動」の展開

2. グローバルな視点での*本質安全の追求

3. エルゴ関連疾病（筋骨格系疾病）対策

4. 騒音・粉じん対策の着実な実施

5. 構内外注工事の管理・指導強化

健康診断で異常が認められない健常者

を従業員全体の７０％以上にする。

健康診断は、法定項目にトヨタ独自の項

目を加えて実施しています。２００１年の健常

者率は５６％にとどまりましたが、早期回復

の取り組みの一つである生活指導会への
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■ 健常者率の推移 

セルフ（個人）ケアでは、健康相談電話

のフリーダイヤル化、相談窓口を掲載した

カードの配布、新たに専門医を4拠点へ配

置するなどの対応を実施。ライン（職場）

ケアでは、管理監督者の教育対象者を拡

大。更には、体験を通して部下との接し

方を学ぶリスナー研修を新たに導入しま

した。メンタル問題の未然防止と早期発

見に有効だと考え、２００２年度はリスナー

研修を全社展開します。

労働災害の未然防止 「豊田安全衛生マネジメント（株）」を設立

２００１年１０月、*トヨタグループ4社
と共同で、労働安全衛生に関する新
会社｢豊田安全衛生マネジメント(株)｣
を設立しました。（トヨタ出資率８０％）
トヨタグループでは従来より労働災
害に対する未然防止体制の確立と体
質強化に積極的に取り組んでいます。

今回は新会社を設立し、同様の取り
組みをグループ関連の中小企業へ展
開することを狙いとしています。
｢診断･評価･指導｣｢教育･研修｣｢格

付け｣を事業活動の柱とし、会員組織
として運営。２００２年5月末で５１４社が
入会しています。

安全は環境とともに企業の根幹に関わる重要な事項です。
「人間性尊重」の理念のもと、安全でいきいきと働ける職場環境づくりに取り組んでいます。

基本方針 

「安全はマネジメントそのものである 

　　　トップから一人ひとりまで 

　　　　　 安全最優先を使命とする」 

 5カ年方針（２０００年～２００４年） 

①「重点災害･重点疾病ゼロ」に挑戦 
　 　　　　　～未然防止体制と体質の強化～ 

②心身ともに健全な職場環境づくり 

安全衛生

健康づくり

*トヨタグループ4社：（株）豊田自動織機、豊田通商（株）、アイシン精機（株）、（株）デンソーの4社。

従業員とのかかわり
Environmental Report 2002

参加はほぼ１００％。健康に対する関心を

職場ぐるみで高めることができました。

生活習慣病の予防活動として、生活習

慣改善キャンペーンを行い、運動習慣の

定着と食習慣の改善に取り組んでいます。

生活習慣の改善には従業員一人ひとりの

意識改革と実践が必要であり、そのため

の教育と情報提供を実施しました。

今後は、個人が食堂で選択する食事内容

に関する栄養面での情報の提供など、さらに

力を入れて生活習慣の改善に取り組みます。

メンタルヘルスケア

■ 安全衛生・健康
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■ 労働災害発生頻度(休業度数率)

休業度数率 ＝ ×１００万 
休業災害件数 
延べ労働時間 

※２００１年の全産業、製造業、自動車製造業の数値は速報値です。

全産業 

製造業 

トヨタ 

自動車製造業 

傾聴の大切さを学び考えるリスナー研修

*本質安全：作業や設備の中での危険を消滅、低減し、

本質的な安全を確保すること。

２００１年度目標
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ボランティアセンターでは、地域の

団体組織などと連携し、実行委員会形式

によってクリーン活動を展開しています。

２００１年１０月には、地域社会との共生、

ボランティア活動の理解促進を目的に、

矢作川河川敷両岸（流域約２.８kmの範

囲）のクリーン活動を実施しました。総

参加者１,５７１名のうちトヨタからは９８１

名が参加、ゴミ袋３１６個分（総重量６７０

kg）を回収。参加者の中で初めてボラ

ンティア活動を行う従業員は約半数に

のぼり、「参加して良かった」「来年も参

加したい」という声が多く聞かれました。

お礼と激励、相互研鑽と活動強化、

情報交換とネットワークづくりを目的

に、社内でボランティア活動に取り組

む従業員の交流の場を設けています。

２００１年3月には、従業員約３６０名が参

加し、お互いの活動内容の紹介をはじ

め、相互交流を図りました。

従業員間のボランティア交流会

従業員同士が共通の目的を持って自

主的に組織したボランティアサークル

に対して、リーダー研修会、活動の定

着・拡大、人材育成などの支援を行って

います。従業員それぞれの特技を活か

したボランティアサークルは１９を数え、

国際交流や福祉関係の活動を行う団体

の他、森林保全など環境をテーマとし

た団体もあります。一例として、「森林キ

ーパーズ」は豊田市近隣、足助町などの

森林整備のボランティア活動をしてい

ます。２００１年度には、３０名の一般ボラ

ンティアと森林キーパーズのメンバー

が協力し、「自然観察の森」の竹林手入れ

などを行いました。

従業員サークルの支援

顕彰制度 社長表彰の一環「善行賞」で
ボランティア活動を奨励

約１０年前に創設された「善行賞」はボランティアとしての動機付け、奨励、意識の

高揚、啓発を図るとともに、会社および職場としてその活動を認知することなどを

目的に、個人や団体に贈られています。ボランティアの活動頻度･時間、継続年数、

自発性、社会的評価など、他の模範と認められることが表彰の基準です。２００１年度

は4名と7団体が「善行賞」を受賞しました。

「森林キーパーズ」による森林整備

ボランティアセンター窓口

矢作川河川敷のクリーン活動

地域の諸活動にボランティアとして参加する従業員が増える中、１９９３年、総務部内に「トヨタボランティアセンター」を設置。
従業員とその家族、OBを対象に、ボランティア経験者はもとより、関心を持つ人たちが自主性を発揮して楽しく安心して
取り組めるよう、「情報提供」と「啓発」を中心に活動支援を行っています。

■ ボランティア支援活動

ポプラの木を植えるボランティア
（（特定）地球緑化センター提供）

ボランティア情報の提供クリーン活動

地域や社会への活動では、情報交換

やコミュニケーションを通じてできた

社外のネットワークが貴重な財産です。

ボランティアセンターでは、参加する従

業員が、職場や立場が異なる多くの人

と一緒に環境保全の取り組みを行い、

共通の意識を持つことが重要と考え、

活動支援を行っています。

ボランティアに関心の高い従業員と

して登録された約３,２００名へ配布され

る会報誌「ハローマップ」は、ボランティ

アに関する情報提供を目的としたもの

です。社内イントラネットにもボランテ

ィア情報が掲載され、登録者以外の従

業員もアクセスできるようになってい

ます。ボランティアセンターでは、この

ように従業員が個別に取り組むボラン

ティアへの情報支援を行っています。

具体的な例として、中国での植林ボラ

ンティアがあります。これは、バイオ･緑

化事業部と（特定）地球緑化センター、中

国科学院、河北省が行っている豊寧満

族自治県の砂漠緑化事業で、（特定）地球

緑化センターが派遣している植林ボラ

ンティアへの参加を社内で募ったもの

です。２００２年4月にはトヨタ従業員も参

加し、中国に木を植えました。

中国での植林についてはP４９。
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